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所有権の構造からみた協同組合

（小野澤康晴）

戦後のわが国において、協同組合が業種別など
でそれぞれに発展し、多様性が高まれば高まるほ
ど、逆に「協同組合とはそもそも何なのか」とい
う点に関する理解が第三者からは難しくなるとい
うジレンマがあると思われる。そのようななか、
各種協同組合を貫く「協同組合としての共通の特
徴」が広く社会的に認識されていた方が、地域に
おける協同組合の存在感や認知度・理解度向上に
つながることは確かであろう。本稿は、企業体を
「所有権（財産権）の集合」とみる所有権理論からの
企業理解の枠組みを参考に、協同組合の価値・原
則を、組合員所有権を方向づけるものと把握する
ことで、協同組合としての共通の特徴の共有化や
対外発信が、具体的事実を伴って可能になるので
はないかという点について論じ、あわせてその際
に参照した所有権理論についても概要の説明を試
みたものである。

農協系統の獣害対策と地域内外の連携
（藤田研二郎）

野生動物による農作物被害について、近年では

「地域ぐるみの獣害対策」が推進されている。この

動向を踏まえ本稿では、農協系統のかかわる獣害

対策について、とくに地域内外の連携に着目した

検討を行った。

3つの事例の検討から、次のことが指摘できる。

まず地域内の連携について、主体間のつながりを

構築し維持する意識的な取組みが必要である。ま

た、つながりの深まりと獣害対策の間の相乗効果

をいかにつくり出すかが、対策の継続においてキ

ーとなる。さらに地域外の主体は、新しい知識や

技術を地域に持ち込む役割を果たしていた。これ

らをもとに、獣害対策の連携における農協系統の

役割は、さまざまな主体同士を媒介し、現場の活動

を促す「中間支援組織」とまとめることができる。

中国の農産物流通に革命を起こした
拼多多（ピンドウドウ）

（阮　蔚）

農産物の販売不振、不利な売渡し価格という中
国の農家にとっての積年の課題をEコマースが解
決しつつある。今世紀に入って中国で爆発的に普
及したEコマースは日用雑貨や家電など保管と輸
送が簡単な商品が中心で、収穫に旬があり、長期
保管も利かない農産物は不向きであった。2015年
に新規参入した拼多多（ピンドウドウ）が「共同購
入」と顧客への農産物の提案型方式で突破口を開
き、農産物取扱いの急速な拡大を踏み台に一気に
大手の一角に食い込んだ。
拼多多は独自の手法で農家からの買取価格を引

き上げるとともに農村の出荷インフラ整備などを
支援、中国の農村の姿をも変えつつあり、アリバ
バなども拼多多をまねた形で農産物の取扱いを拡
大している。Eコマースは中国農業を今後さらに大
きく変えるだろう。

中国における農村産権交易所の
研究動向と展望

（若林剛志・王　雷軒）

本稿は、中国の農村産権交易所が扱う主な財産
権である農地経営権に焦点をあて、農村産権交易
所に関する既往文献を整理し、残された研究課題
を明らかにしたものである。
農村産権交易所に関する研究の絶対数は必ずし

も多くなく、データの制約から基本的な情報の整
理が十分になされていない。これまでの文献の多
くは、先進事例を取り上げつつ、その展開過程や
現状を示すものが多く、理論的かつ分析的なもの
は多くない。農村産権交易所研究は依然初期段階
にあり、残されている研究課題は多いと言えそう
である。
本稿では、既往研究を事例研究、利用状況、評価、

体制、機能および政府の役割の各項目に分類し、
政府の役割を除く各項目と関連する範囲内におい
て残されたいくつかの課題をそれぞれ提示した。
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潮流 　 脱炭素社会実現への道のり
情勢判断
（国内）
ワクチン接種が本格化したが、景気の出遅れ感
は否めず
（海外）
1　ワクチンの普及で経済正常化が進展
（米国経済）

2　 4月の経済指標は概ね鈍化したが、
回復基調は維持（中国経済）

分析レポート
コロナ危機が欧州経済に残す後遺症

経済見通し
2021～22年度改訂経済見通し

連載
金融機関の新潮流
　取引先の家計再建に取り組む三條信用組合

2021年 6月号

潮流 　地域経済や社会の盛衰と疫病
情勢判断
（国内）
景気回復の「二極化」が鮮明
（海外）
1　経済正常化による需要急回復に供給が追い
付かず（米国経済）

2　回復基調は続くもその勢いが弱まった
中国経済

経済見通し
2021～22年度改訂経済見通し（ 2次QE後の改訂）

分析レポート
1　コロナ危機からの回復と労働市場のミス
マッチ

2　中国の地方政府が発行する「再融資債」を
めぐる動向

3　2020年度の地方銀行の決算動向と今後の経
営戦略

連載
金融機関の新潮流
　　「ドクターファースト」に注力する神奈川県医

師信用組合

海外の話題
シドニー雑感

2021年 7月号

本書は、木材産業がSDGsやESG課題をなぜ経

営戦略に組み込む必要があるのか、どのように組

み込めばよいのかを考えるために最適な一冊であ

る。木材産業に対象をしぼり、経営戦略を検討す

るうえで考慮すべき国内外の現状、潜在的な優位

性や経営リスクを整理し、あるべき姿の指針を提

示した。さらに、SDGsやESG課題に対する個別

企業・団体等の取組事例のほか、2018年 4月から

木材利用システム研究会で開始した研鑽会「木材

産業におけるESG」の講演録も所収している。

2020年1月23日発行　A5判194頁　定価2,200円（税込）
（株）日本林業調査会

SDGs時代の木材産業

井上雅文ほか　編著

農林金融2021年 7月号
（情勢）

森林経営管理制度の進捗状況と
新型コロナウイルス感染症の組合事業への影響

（安藤範親）

2020年に実施した第33回森林組合アンケート調
査では、まず、「森林経営管理制度と森林環境譲
与税」について伺った。組合管内市町村における
同制度に関する事業の実施状況は、意向調査の準
備作業まで進んだ地域が 4分の 3に達し、経営管
理意向調査に至った地域も 6割強に及んだ。また、
譲与税の使途としては、基金への積立てが多かっ
た前年度に比べて「経営管理意向調査」といった
事業推進のために利用される割合が高まっていた。
次に、「新型コロナウイルス感染症の組合事業へ

の影響」について伺った。その結果、収益に東日本大
震災当時と並ぶほどの大きな影響が出ていた。ま
た、製材品の出荷量の減少や工場の稼働率低下な
ど、特に加工事業を経営する組合に影響があった。

書 籍 案 内
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